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贈与税及び相続税の納税猶予に係る農地が非農地となっている場合等の取扱いについて
　平成23年度に実施された会計実地検査において、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第70条の４第１項又は第70条の６第１項の規定に基づく贈与税又は相続税の納税猶予制度（以下「納税猶予制度」という。）の適用を受けた農地（以下「特例農地」という。）について、農地法（昭和27年法律第229号）第32条に規定される遊休農地となっているものや、農地ではなくなっているもの（以下「非農地」という。）が存することが明らかにされたところであり、非農地については、当該検査において、「農業委員会が特例農地等について非農地であると判断した場合には、速やかに贈与税及び相続税の納税猶予を打ち切ることができるよう、適切な手続を整備すること」と意見表示されたところである。
　これを受けて、平成23年11月７日付けで「遊休農地に関する措置の適切な実施及び農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予制度の運用の適正化について（以下「適正化通知」という。）」を発出し、特例農地のうち遊休農地や非農地となっているものを把握し、台帳で管理するとともに、非農地については、農林水産省として納税期限の確定に係る措置を検討する間、適切に管理するよう依頼したところであるが、この度、その対応について、下記のとおり取り扱うこととしたので、御了知願いたい。
　なお、貴管内市町村長及び農業委員会会長（農業委員会を置かない市町村においては市町村長。以下同じ）に対して、貴職より周知をお願いする。
　このことについては、国税庁課税部と協議済みであることを申し添える。
記
１　特例農地に係る遊休農地に関する措置の徹底について
　　納税猶予制度は、農業を継続する受贈者又は相続人を税制面から支援するための制度であることから、非農地が発生していることについては、本制度の根幹に関わる問題であると考えている。
　　また、納税猶予制度は、農地制度が適切に運用されることを前提としている制度であるため、かかる事態の発生は、農地制度を運用する農業委員会のあり方についても疑念を抱かせるものである。
　　このため、農業委員会は、適正化通知に基づいて、特例農地に対して遊休農地に関する措置を徹底的に実施すること。
２　非農地に関する対応について
非農地に対する納税猶予の取扱いについては、①税法上、そもそも非農地が発生することを想定していないこと、②平成21年以降の特例農地は農地法に基づく遊休農地の通知が行われた時点で期限が確定するため、新たに非農地に対する措置を設ける必要性がないこと、といった観点から、非農地について期限を確定する規定は置かれていない。
しかしながら、特例農地について既に非農地となっているものについても、譲渡、貸付け又は転用等した場合には、納税猶予の期限が確定することとなるため、農業委員会は、適正化通知の第２の１の(1)のイで整備する適正化管理台帳にて管理している非農地となっている特例農地について、以下のとおり取り扱うこと。
(1) 納税猶予の期限の確定又は所有者の死亡等による納税猶予の免除までの間、引き続き非農地を適正化管理台帳にて管理すること。
(2) 適正化管理台帳で管理している非農地の所有者に対して、平成25年８月末までに、以下の事項を文書で通知すること。
①　非農地を譲渡、貸付け又は転用した場合には納税猶予税額の全部又は一部が打ち切られること。
②　全ての特例農地が非農地となり、特例農地に係る農業経営が廃止されている場合には、納税猶予の期限が確定すること。
③　①又は②に該当した場合には、速やかに税務署長に届け出るとともに、猶予税額の全部又は一部を納付しなければならないこと。
④　①又は②に該当し、納税の猶予に係る贈与税又は相続税を納付しなければならない場合には、申告期限の翌日から納税猶予の期限までの期間に応じ、一定の割合で利子税が課税されること。
　なお、「農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予等の適用に関する証明事務等の取扱いについて（昭和51年７月７日付け51構改B第1254号農林省構造改善局長通知）」の第２の１の(8)のイにより作成し保管している「納税猶予に係る農地等整理台帳」と適正化管理台帳の内容を照合し、特例農地の一部が非農地となっている場合には、様式１により非農地の所有者に通知を行うこと。また、特例農地の全てが非農地となっている場合には様式２により非農地の所有者に通知を行うこと。
(3) 上記(2)の通知後、以下の事項を確認した場合、農業委員会は税務署長に遅滞なく通知すること。
①　農地法第30条に基づく利用状況調査の結果などから、非農地について、譲渡、貸付け又は転用した事実を確認した場合。
②　「耕作放棄地に係る農地法第二条第一項の「農地」に該当するか否かの判断基準等について（平成20年２月15日付け農林水産省経営局長通知）」の第二の２に基づく農業委員会総会の議決の結果、全ての特例農地が非農地となり、特例農地における農業経営が廃止されている場合。
（様式１）
	平成　　年　　月　　日
 住所　　　　　　　　
 氏名          　　  様
                                                                　 農業委員会
相続税又は贈与税の納税猶予制度の適用を受けている農地の一部が非農地となっている方へのお知らせ
　　あなたが相続税又は贈与税（以下「相続税等」といいます。）の納税猶予の適用を受けている農地（以下「特例農地」といいます。）のうち、下記のものについては、平成○年○月○日の農業委員会の総会において、農地法による農地ではない土地（以下「非農地」といいます。）と判断されています。
納税猶予制度においては、特例農地の一部が非農地になっていても納税猶予が打ち切られるものではありませんが、当該非農地は引き続き納税猶予の適用を受けているものとして取り扱われますので、下記の事項にご留意ください。
記
１　非農地となっている特例農地の詳細

	
	番号
	所在
	面積（㎡）
	土地の現況
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	２　留意事項
　　１の非農地となっている特例農地を譲渡、貸付け又は転用した場合には、相続税等の納税猶予の全部又は一部について納税の猶予が打ち切られ、その税額と、申告期限の翌日から納税猶予の期限までの期間（日数）に応じ一定の割合で計算した利子税を納付しなければなりませんので、速やかにお近くの税務署に届け出てください。



（様式２）
	平成　　年　　月　　日
 住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 氏名          　　  様
                                                                　 農業委員会
相続税又は贈与税の納税猶予制度の適用を受けている農地の全てが非農地となっている方へのお知らせ
　　あなたが相続税又は贈与税（以下「相続税等」といいます。）の納税猶予の適用を受けている農地（以下「特例農地」といいます。）は、下記のとおり、その全てが、平成○年○月○日の農業委員会の総会において、農地法による農地ではない土地（以下「非農地」といいます。）と判断されています。
納税猶予制度においては、特例農地の全てが非農地となり、特例農地に係る農業経営が廃止された場合には、納税猶予が打ち切られ、相続税等の納税猶予税額の全額及び申告期限の翌日から納税猶予の期限までの期間（日数）に応じ、一定の割合で計算した利子税を納付しなければなりませんので、速やかにお近くの税務署に届け出てください。
また、農業経営が廃止された日から２ヶ月を経過する日までに相続税等が納付されていない場合には延滞税が課税されるため、届出は遅滞なく行ってください。
記
　非農地となっている特例農地の詳細

	
	番号
	所在
	面積（㎡）
	土地の現況
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	


